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第4回検討会の振り返り及び対応方針について
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【第１回】

・農山漁村のコミュ

ニティ維持、関係人
口
創出に参入する理由

と課題（企業が享受
するメリット）

・社内合意形成の推
進と承認プロセス

総
論
・
と
り
ま
と
め

手
引
き
作
成
開
始

【第２回】

・地域との連携につ

いて（受入地域が享
受するメリット、円
滑な企業参入に向け

て、受入側・企業側
が対応すべきこと）

【第３回】

・大企業が農山漁村

で取組を持続する上
での課題は何か

・取組を持続させる
ためのアプローチ

【第４回】

・証明書取得が生む

リターンと活用方法

・証明書取得・活用

における課題と対応
策

【第５回】

・総論、とりまとめ

全４回の検討内容を
踏まえ、総論をとり

まとめる。また、成
果物の作成に向け、
方向性について委

員・事務局間で擦り
合わせを行う。

モデルA モデルB

モデルC モデルD

ロジックモデルによる可視化

モデルE モデルF

中
間
と
り
ま
と
め

普
遍
化
に
向
け
た
論
点
の
整
理

（事務局）

インパクトの可視化と測定

※第４回以降については、証明書検討会の進捗状況を鑑みて、  

 検討内容を調整することとする。

測定方法の検討

証明書制度との接続

資金拠出・人材派遣企業等のう
ち、インパクト創出に大きく貢
献しうる取組を行った者に対し
て国が評価・表彰

■検討会における検討事項



• 日時：令和7年10月3日 11:00～13:00（オンライン開催）

• 議論テーマ：

① 大企業が農山漁村で取組を持続する上での課題は何か

② 取組を持続させるためにはどんなアプローチが有効か

① 大企業が農山漁村で取組を持続する上での課題

・地域資源活用・商品開発など新規事業創出のノウハウ・仕組み不足

・受け入れ側、企業側ともに人材不足、内外の連携、受入体制の未整備

・取組成果・インパクトの可視化、効率的な情報発信が不十分

② 取組を持続させるためにはどんなアプローチが有効か

・地域キーマンや多様な主体と連携し、価値創造に基づく新事業・ブランド形成を推進

・地域支援につながる組織的体制整備、官民学連携や外部人材活用による協働体制を構築

・成果・知見の可視化、評価指標や証明制度等による情報発信力・社会的認知向上を図る

■第3回検討会の振り返り

第3回検討会では、①大企業が農山漁村で取組を持続する上での課題、②取組を持続させるためにはど
んなアプローチが有効かについて、委員の皆様と共に議論を行った

開催概要

議論の
要旨



■振り返り 議論テーマ① : 大企業が農山漁村で取組を持続する上での課題

大企業が農山漁村で取り組みを持続させる上での課題として「関係人口の確保」「事業性と社会性の
両立」「外部ネットワーク形成」があげられる

・関連業界とネットワークを築き、他社との協業機会創出
（例：先行他社のノウハウ共有、他社の取組にアドバイザーとして参画）

ネット
ワーク
形成

組織の
活動

• 地域で継続して活動できる人材の確保と活用

• 受入側との合意形成や企業側との調整・マッチングを担う人材の確保

• 地域と繋がりを持ち、現場のニーズを理解している人材の育成

• 事業性（収益を含む付加価値）と社会性（課題解決）の両立

• 取組の成功事例やナレッジの蓄積と活用

・事業継続のためのパートナー開拓（例：地方銀行、JAとの連携など）

・連携拡大によるネットワーク構築（例：産官学連携コンソーシアムなど）

人材/
体制

• 担当者交代後も取組を継続するための知識の体系化と共有

受入側 企業中間支援
組織

• 取組が創出した付加価値をインパクトとして可視化するとともに
そのための指標を整備



■振り返り 議論テーマ② : 取組を持続させるためにはどんなアプローチが有効か

vv

地域の関係人口を増やす
体制づくり

地域資源を活かした
社会・経済的な価値創造

情報発信
社内外コミュニケーション

• 地域のキーマンと企業、中間支援組織
が連携し、現場課題と企業の強みを相

互に理解した上で事業を創出する

• 中間支援組織は多様な主体をつなぎ、
双方が利益を得る新事業創出をコー

ディネートする

• 社内ベンチャーや副業・研修制度で地

域人材関与・早期成功事例を作る

• 企業は、農山漁村での取組によって創出さ
れた付加価値の成果を、インパクトとして

可視化

• 創出されたインパクトを社内外からの評価
向上に繋げ、事業の持続化を図る

• メディアと連携して成果を発信し、地域内

外の理解と継続的な関心に繋げる

• 中間支援組織は成功事例やナレッジの蓄積

と活用、持続的なネットワーク構築による
情報発信力を強化する

• 受け入れ側・企業・中間支援組織が連
携し、長期且つ持続的な人材確保体制

を構築する

• 中間支援組織は戦略的パートナーとし
て長期協定・調整を推進。ブリッジ人

材の育成

• 企業は部門横断的連携と社内理解の醸

成を行い、地域関係スタッフの育成と
社内における援農促進体制を整備する

インパクト可視化
インパクト創出証明書の活用中間支援組織との連携

➢ 取組を持続させるために、「地域資源を活かした社会・経済的価値創造」「地域の関係人口を増やす体制
づくり」「情報発信・社内外コミュニケーション」が有効なアプローチとなる。

➢ 上記を円滑に進める上で「中間支援組織との連携」、「インパクト可視化」「インパクト創出証明書の
活用」が重要となる。

現在行っている取組
・地方銀行を中間支援とした案件形成
・中間支援組織の役割や重要性の可視化（企業、自治体向け）

・インパクト創出促進・証明書制度創設検討会
【参考】



■第３回検討会を受けての事務局としての対応方針

• 中間支援組織をまだ活用していない、良く知らない企業・自治体向けに、
 中間支援組織の特徴や連携することの重要性を整理し、取りまとめを行う

• 農山漁村におけるインパクト創出に資する案件形成に向け、企業や自治体等が中間
支援組織と連携できる機会の創出に向けた検討を行う

１．中間支援組織との連携

２．インパクト可視化、インパクト創出証明書の活用

• インパクトの可視化におけるメリット及び課題の整理

• インパクト創出証明書の発行に向けた検討
（農山漁村における企業によるインパクト創出促進・証明書制度創設検討会）
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